別紙様式
平成24年度当初予算　　　支出科目　款：労働費　　項：労政費　　目：雇用促進費
	事業名:　 eq \o\ac(□,新)　生活・就労支援強化事業費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　
　　　　　　　　　　商工労働部　労働雇用課　雇用対策担当　電話番号：058-272-1111（内　3125）

　　　　　　　　　　　E-mail：c11367@pref.gifu.lg.jp
	事業費


　要求額：　66,000(75,808)千円（前年度予算額：0千円）

	事業内容


	１　事業の内容


最近の急激な円高により、製造業などを中心に企業業績が悪化しており、製造業が盛んな本県にとっても、経済・雇用情勢の悪化が懸念されるため、「ジョブステーション（仮称）」を設置し、求職者の生活安定及び就労の確保を図る。

「ジョブステーション（仮称）」の設置・運営に当たっては、平成２３年度から実施している「パーソナル・サポート・モデル・プロジェクト事業」とも連携して、求職者への生活安定のために総合的に支援を行っていくこととする。
「ジョブステーション（仮称）」については、パーソナル・サポート・センター本所（岐阜市）と東濃支所（多治見市）にそれぞれ併設させ、県は、生活・就労相談業務のほか、求人先・ジョブトレーニング先等の開拓業務及び委託訓練受講者に対するきめ細かな就職支援業務を行う。

また、国とも連携し、当該施設内に障がい者雇用に特化した専用窓口「チャレンジド・ハローワーク」を設置（国が別途予算措置）し、障がい者に対するきめ細かな職業相談・職業紹介を行う。

＜設置場所＞

①ジョブステーションぎふ　（仮称）・・・岐 阜 市　アクティブＧ　２階
②ジョブステーションたじみ（仮称）・・・多治見市　駅前プラザ・テラ４階
＜人員体制（予定）＞

①受付・総務担当者　　　（県）　２名（本所１名、東濃支所１名）

②生活・就労相談員　　　（県）　４名（本所２名、東濃支所２名）
③求人開拓員　　　　　　（県）　１(２)名（本所１名、東濃支所(１)名）

④委託訓練就職支援員　　（県）　１(２)名（本所１名、東濃支所(１)名）
⑤職業相談員　Ⅰ　　　　（国）　６名程度
⑥職業相談員　Ⅱ　　　　（国）　２名程度　　　　
※⑤と⑥職業相談員に係る経費については、国が別途予算措置
＜業務内容＞

①受付・総務担当者（県）
・センター受付・総務担当事務

②生活・就労支援相談員（県）
・住居、生活資金、生活保護制度等の生活相談

・職業訓練、能力開発、適職診断等の就労相談　
・就労支援セミナーの開催
③求人開拓員（県）
　・就職先やジョブトレーニング先の開拓等の就職支援全般

④委託訓練就職支援員（県）
　・委託訓練実施機関と協力し、委託訓練受講者に対するきめ細かな就職支援
⑤職業相談員　Ⅰ（国）

　・中高年齢者の雇用に特化した職業相談・職業紹介

⑥職業相談員　Ⅱ（国）

・障がい者の雇用に特化した職業相談・職業紹介
＜今後の方向性及び実施期間＞

①ハローワークとの一体的な運営
・依然、厳しい経済・雇用情勢が続く中、引き続き、求職者の生活安定及び就労の確

保を図るため、県による「生活・就労相談業務」、「求人先等開拓業務」及び「委託訓
練受講者に対するきめ細かな就職支援業務」に加え、障がい者及び中高年齢者に対す
るきめ細かな就職支援を実施するため、国に対して、以下の窓口・コーナーを設置し、求職者への総合的な支援ができるよう、調整している。
(1)障がい者専用窓口
(2)中高年齢者専用窓口
※(1)(2)の専用窓口については、ジョブステーションぎふ（仮称）に設置
(3)求人検索機コーナー
　※求人検索機をジョブステーションぎふ（仮称）及びジョブステーションたじみ（仮
称）に、必要台数を設置　　　　　　　　　
②実施期間：

・３年間（平成２４年度から平成２６年度まで）

※厚労省の「ハローワークとの一体的実施」事業の実施期間と同様とする。
	２　所要経費


　　　66,000(75,808)千円の内訳

(1)民間等委託分　　　　　55,335(65,490)千円

(2)県直接執行分　　　　　10,665千円（ジョブステーション（仮称）施設維持費等）

　　　　　　　　　　　　・施設使用料・光熱水費　　　9,264千円

　　　　　　　(2)内訳   ・役務費・業務旅費・雑費等　1,026千円

　　　　　　　　　  　　　　  　　　　　　　・工事請負費　　　　　　　  　375千円
	これまでの取組と成果


　

	１　長期構想上の位置付け


Ⅲ　誰もが活躍できるふるさと岐阜県づくり

３　高齢者が生涯現役で活躍できる地域をつくる

４　障がいのある人が働き、活躍できる地域をつくる
ハローワークなど関係機関を有機的に機能させ、中高年齢者や障がい者に対する就職支援を行う。
	２　これまでの取組状況


	３　これまでの取組に対する評価


	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）
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	事業費
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